
議員提出議案第１５号 

　　　選択的夫婦別姓制度の導入を求める意見書 

　上記議案を別紙のとおり会議規則第１４条第２項の規定により提出しま

す。 

 　 令和６年１２月６日                          　　　 

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　渋川市議会議長　安　カ　川　信　之　様 

 

               　　　　　　　 提出者　総務市民常任委員会 

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 委員長　田　中　猛　夫 

 

 

 

   

 

 

 



別紙 

議員提出議案第１５号 

　　　選択的夫婦別姓制度の導入を求める意見書 

 

　民法第７５０条は、「夫婦は、婚姻の際に定めるところに従い、夫又は妻

の氏を称する」と定め、夫婦同姓を義務づけています。その結果、多くの女

性が婚姻に際して改姓し、アイデンティティーの喪失に直面したり、仕事や

研究等で築いた信用や評価を損なったりするなど様々な場面で不利益を被っ

ている現実があります。  

これらは「婚姻の自由」や「氏名の変更を強制されない自由」などの人権

に関わる問題であり、国際社会からも女性差別撤廃条約・自由権規約に反す

るとの指摘を受けています。とりわけ、国連の女性差別撤廃委員会は、日本

政府に対し、複数回にわたり、女性が婚姻前の姓を保持することを可能にす

る法整備を勧告しています。 

政府は旧姓の通称使用拡大の取組を進めていますが、旧姓の通称使用を拡

大しても、金融機関等との取引や海外渡航の際の本人確認、公的機関・企業

とのやり取り等での困難を避けられないなどの問題が多数顕在化しており、

経済団体・労働団体等の各種団体からも通称使用の限界を指摘する意見等が

述べられています。 

また、内閣府が実施した世論調査でも、婚姻による改姓は「何らかの不便

・不利益があると思う」と回答した人のうち、婚姻前の名字・姓の通称使用

について「通称を使うことができても、それだけでは、対処しきれない不便

・不利益があると思う」と回答した人の割合が５９．３％に上っています。 

この問題を根本的に解決するためには、選択的夫婦別姓制度を導入するほ

かありません。選択的夫婦別姓制度の導入は、夫婦が同じ姓を名乗る現在の

制度に加えて、希望する夫婦が別姓を名乗ったまま婚姻できる制度を認める

ものであり、同じ姓を名乗ることを希望する夫婦の選択を妨げるものではあ

りません。それは同時に、婚姻しようとする夫婦の選択肢を増やすことであ

り、多様性が尊重される社会、男女共同参画社会の実現につながり、社会に

活力をもたらすものでもあります。  



よって、国に対し、夫婦同姓を義務づける民法第７５０条を速やかに改正

し、選択的夫婦別姓制度を導入するよう強く要請します。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 

 

　　令和　年　月　日 

渋川市議会議長　安　カ　川　信　之 

 

衆議院議長　　　あて 

参議院議長　　　 

内閣総理大臣　　 

法務大臣　　　　 

内閣官房長官　　 

 


